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はじめに

 我が国が人口減少局面に入る中、川崎市は人口の

増加が続いている活力のあるまちですが、本市にお

いても少子高齢化の進展により、平成４２（2030）
年をピークに人口が減少に転ずる見込みであり、こ

れまで経験したことのないこうした社会状況の変化

に的確に対応しながら、「成長と成熟の調和による持

続可能な最幸のまちかわさき」を実現するため、本

市の中長期的なビジョンを示す「川崎市総合計画」

を策定しました。

 また、ＩＣＴ（情報通信技術）に目を向けますと、インターネットが家庭や

オフィスに浸透し、スマートフォンやモバイル端末の普及が進む中、ＳＮＳや

コンテンツ配信、ネットショッピング等の様々なサービスが拡がりを見せるな

ど、ＩＣＴが生活や社会の様々な分野で活用され、現在では私たちの生活にな

くてはならないものとなっています。

 本市では、これまで平成９年に策定した「川崎市情報化基本計画」、平成１８

年に策定した「第２次川崎市情報化基本計画」に基づき、電子申請の導入や行

政事務のシステム化など、情報化の推進に向けた様々な取組を進めてまいりま

した。

最近では、インターネットに無料で接続できる Wi-Fi スポット「かわさき

Wi-Fi」や、マイナンバーカード（個人番号カード）を使って住民票の写しなど

の各種証明書がコンビニエンスストアの端末で取得できる「コンビニ交付」な

ど、市民の皆さんが便利で利用しやすい電子行政サービスの提供を進めていま

す。

 このたび新たに策定した「川崎市情報化推進プラン」では、総合計画で掲げ

る都市像の実現に向けて、そのツールとなるＩＣＴの効果的・積極的な利活用

の方向性をお示しいたしました。

この推進プランに基づきまして、市民の皆様の利便性向上や行政運営の効率

化を推進し、誰もが安心してくらすことができる「安心のふるさとづくり」と、

川崎市の魅力と賑わいをさらに高めていくための「力強い産業都市づくり」を

バランスよく進め、誰もが幸せを感じられる川崎を目指してまいります。

平成２８（2016）年３月

川崎市長  
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第１章 川崎市情報化推進プランについて

第１章

川崎市情報化推進プランについて 

１ 推進プラン策定の趣旨 

２ 推進プランの位置付け 

３ 計画期間
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１ 推進プラン策定の趣旨 

本市では社会における情報化の進展に対応し、情報化施策を計画的・総合的に進める

ため、平成９(1997)年に川崎市情報化基本計画、平成 18(2006)年に第２次川崎市情報化

基本計画（以下、「第２次基本計画」という。）を策定し、各種施策の情報化に取り組ん

できました。 

第２次基本計画が策定された 10 年前と比べて、情報化を取り巻く環境は大きく変わっ

ています。特にスマートデバイス（スマートフォン、タブレット等）の普及、クラウド※

１の大容量化、通信速度の向上は目覚ましいものがあり、これらの変化から時間や場所に

とらわれない様々な活動が可能となっております。 

このようなＩＣＴ（情報通信技術）を取り巻く社会環境の変化は、行政サービスの向

上や行財政運営の効率化に寄与するものです。こうしたことから、これらの分野の施策

目標の実現を加速させるため、関連する計画等と整合を図りながら、ＩＣＴを活用した

取組を進めていく必要があります。 

国の動向を見ても、新たな国のＩＴ戦略や電子政府・電子自治体推進に向けた取組な

どが打ち出されており、特に最新の国のＩＴ戦略である「世界最先端ＩＴ国家創造宣言」

では、目指すべき社会・姿として「ＩＴ利活用の深化により未来に向けて成長する社会」、

「ＩＴを利活用したまち・ひと・しごとの活性化による活力ある社会」、「ＩＴを利活用

した安全・安心・豊かさが実感できる社会」、「ＩＴを利活用した公共サービスがワンス

トップ※２で受けられる社会」の４つが掲げられ、「データ（パーソナルデータ※３、ビッグ

データ、オープンデータ）の活用」、「産業活性化」、「安全・安心」、「公共サービスの利

便性向上」といった分野において、ＩＣＴを活用していくことを求めています。

本市では、川崎市総合計画や川崎市行財政改革プログラムを平成 28(2016)年３月に策

定したところであり、これらの計画と十分な整合性を確保し、効率的な情報化施策を展

開するため、本市におけるＩＣＴの戦略的・計画的な利活用に関する方針を示した『川

崎市情報化推進プラン（以下「推進プラン」という。）』を策定しました。 

※１ クラウドコンピューティングの略。データサービスやインターネット技術等が、ネットワーク上に
あるサーバ群（クラウド《雲》）にあり、ユーザーは今までのように自分のコンピュータでデータを
加工・保存することなく、「どこからでも、必要な時に必要な機能だけ」利用することができる新し
いコンピュータ・ネットワークの利用形態。 

※２ 一度の手続で必要とする関連作業を全て完了できること。 
※３ 個人情報保護法に規定する「個人情報」に限らず、位置情報や購買履歴など、広く個人に関する個

人識別性のない情報も含む個人データのこと。 
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２ 推進プランの位置付け 

この推進プランは、川崎市総合計画を上位計画とし、川崎市総合計画における分野別

計画に位置付けられるものであり、川崎市総合計画で定める施策等との整合を図り、本

市の目指す都市づくりの実現を情報化の側面から支えるものです。

また、第２次情報化基本計画から継続する事業や他の分野別計画、国の動向、市民ニ

ーズを反映した内容としており、特段の取組が求められる情報化施策に関しては新たに

情報化推進プログラムとして取りまとめ、重点的に推進していきます。

なお、この推進プランは川崎市情報化施策の推進に関する規則（平成 19年３月 30 日規

則第 12 号）第１条及び第２条第２号に掲げる「川崎市情報化基本計画」として位置付け

るものです。

図１－１ 推進プランの位置付け 

情報化推進プラン

（平成２８年度～平成３２年度）

川崎市総合計画

産業振興関連

・産業振興プラン

・スマートシティ推進方針 等

シティプロモーション関連

・シティプロモーション戦略プラン

・観光振興プラン 等

安心・安全のまちづくり関連

・地域防災計画、地震防災戦略

・子ども・子育て推進計画 等

参加と協働による市民自治関連

・（仮）協働・連携の基本方針 等

情報化を取り巻く環境変化

上位計画

関連計画

第１次情報化基本計画

本市施策

情報化基本計画の経緯

第２次情報化基本計画

情報化実施計画

情報化推進プログラム

国の動向

市民ニーズ

情報化推進プログラム
（２～３年間ごと）

外部環境の変化
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３ 計画期間 

 推進プランの計画期間は、ＩＣＴの技術動向やＩＣＴを取り巻く社会環境がめまぐる

しく変化し、１０年後の将来像を予測することが困難ですので、平成 28(2016)年度から

平成 32(2020)年度までの概ね５年間とします。 

また、この推進プランで示す各基本施策の方向性を考慮しつつ、具体的なアクション

を示している「情報化推進プログラム」については、目まぐるしく変化する情報通信技

術に対しより柔軟に対応すべく、平成 28(2016)年度から平成 29(2017)年度の２年間の行

動計画とし、社会情勢や市民ニーズの変化等を適切に把握しながら、以降の推進プログ

ラムへとつなげていきます。 

図１－２ 計画期間 

28年度
(2016)

29年度
(2017)

30年度
(2018)

31年度
(2019)

32年度
(2020)

33年度
(2021)

34年度
(2022)

35年度
(2023)

36年度
(2024)

37年度
(2025)

38年度以降
(2025)

基本構想

基本計画

実施計画

情報化推進プログラム

川崎市総合計画

情報化推進プラン

川崎市総合計画 基本構想（３０年間）

川崎市総合計画 基本計画（１０年間）

第１期 実施計画 第２期 実施計画（想定） 第３期 実施計画（想定）

情報化推進プラン

次期プラン策定

次期 情報化推進プラン

情報化推進
プログラム 次期 プログラム
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第２章 計画策定の背景

第２章

計画策定の背景 

１ 情報化を取り巻く環境変化 

２ 国の政策動向 

３ 情報化に向けた市民ニーズ 

４ 本市施策の状況 

５ 本市の情報化基本計画の経緯
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１ 情報化を取り巻く環境変化 

（１）これまでの日本のＩＣＴ産業の変化

通信自由化以降、日本のＩＣＴ産業は大きく分けて、昭和 60(1985)～平成７(1995)年

にかけての「電話の時代」、平成７(1995)年～平成 17(2005)年にかけての「インターネッ

トと携帯電話の時代」、そして平成 17(2005)年から現在にかけての「ブロードバンド※４

とスマートフォンの時代」へと変化してきました。

「電話の時代」では、昭和60(1985)年の通信自由化による競争原理導入以後10年間で、

通信市場には多数の新規事業者が参入し、事業者間の競争により料金の低廉化やサービ

スの多様化が実現しました。また、パソコン通信、ファクシミリ等の新たな情報通信サ

ービスが登場しました。

「インターネットと携帯電話の時代」では、インターネットが急速に普及し、ADSL 等

によるブロードバンド化も着実に進展しました。また、規制緩和により携帯電話の需要

が急激に顕在化し、平成 12(2000)年には携帯電話の契約数が加入電話の契約数を上回り

ました。

「ブロードバンドとスマートフォンの時代」では、ブロードバンドの全国整備とネッ

トワークの更なる高度化（FTTH､LTE の普及）が進展し、スマートフォンの急速な普及に

よりインターネット利用のモバイル化が加速しました。

(出典：総務省「平成 27 年版 情報通信白書」) 

図２－１ ＩＣＴ産業の変遷 

※４ ネットワークにおける広帯域幅を表す言葉。 大容量のデータを高速に流すことができる ADSL や
光回線などのネットワークやそこで提供されるサービスを指すこともある。
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特に平成 12(2000)年以降、情報収集、動画視聴といった生活の様々な場面でのインタ

ーネット利用が一般化しており、過去約 10 年間でインターネット利用率は全ての年代に

おいて上昇しています。

(出典：総務省「平成２７年版 情報通信白書」) 

図２－２ インターネット利用率の向上 

また、ニュースを知る場合に最も頻繁に利用するメディアとしても、平成 12(2000)年

の 1.7％から平成 24(2012)年には 29.6％に上昇しており、インターネットは速報性のあ

るメディアとしてより高く評価されるようになっています。

 (出典：総務省「平成 27 年版 情報通信白書」) 

図２－３ ニュースを知る場合に最も頻繁に利用するメディアの推移
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（２）情報通信機器の変化

近年は固定電話、携帯電話・PHS、パソコンに加え、新たにスマートフォンやタブレ

ット型端末が登場しました。平成 26(2014)年の総務省の調査では、平成 22(2010)年に

比べスマートフォン、タブレット型端末の世帯保有率が大幅に上昇しており、普及が

広がっていることが分かります。

インターネットの利用状況を見ても、パソコンや従来型の携帯電話によるインター

ネットの利用は減少している一方で、スマートフォンやタブレット型端末でのインタ

ーネットの利用が増加していることが分かります。

(出典：総務省「平成 26 年通信利用動向調査」) 

図２－４ 主要情報通信機器の普及状況

（３）情報通信技術の進展状況

日本のデータ流通量の経年推移を見ると、平成 17(2005)年から平成 26(2014)年の９

年間で、約 9.3 倍と大幅に拡大しています。データ流通量のメディア別推移を見ると、

平成 26(2014)年時点の水準で、防犯・遠隔監視カメラデータが最も大きく、次にセン

サーデータが続いており、これらメディアの進展等によりデータ通信量が増加してい

ることが分かります。
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(出典：総務省「平成 27 年版 情報通信白書」) 

図２－５ 主要情報通信機器の普及状況

このようなデータ通信量の増加を支える技術として、クラウドの大容量化、通信速

度の向上があります。HDD※５の記録密度の推移は近年大幅に向上しており、データを蓄

積するストレージ※６の大容量化が進んできました。ネットワークが大容量化されてい

なかった時代には単体の端末でデータの蓄積と処理・解析が行われていましたが、ネ

ットワークの急速な大容量化を一因として、クラウドコンピューティングが進展・普

及しました。また、データ伝送速度も飛躍的に上昇し続けています。

(出典：総務省「平成 27 年版 情報通信白書」) 

図２－６ データ伝送速度の飛躍的上昇

※５ コンピュータシステムにおける記憶装置の一種で、磁気記憶方式によってデータを読み書きする装
置のこと。 パソコンの外部記憶装置として標準的に搭載されている。

※６ コンピュータの主要な構成要素の一つで、データを永続的に記憶する装置。磁気ディスク（ハード
ディスクなど）や光学ディスク（CD/DVD/Blu-ray Disc など）、フラッシュメモリ記憶装置（USB
メモリ/メモリカード/SSD など）、磁気テープなどがこれにあたる。
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２ 国の政策動向 

高度情報通信ネットワーク社会の形成に関する施策を迅速かつ重点的に推進するため、

平成 13(2001)年１月、内閣に「高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部（ＩＴ戦略

本部）」を設置し、「e-Japan 戦略」を策定しました。その後、平成 15(2003)年７月に「e-Japan

戦略Ⅱ」、平成 18(2006)年１月に「ＩＴ新改革戦略」、平成 22(2010)年５月に「新たな情

報通信技術戦略」を策定し、ＩＴ国家となるための取組を進めてきました。

平成 27(2015)年６月には、国のＩＴ国家戦略である「世界最先端ＩＴ国家創造宣言」

の変更が閣議決定され、「再生する日本の礎である情報通信技術（IT）の利活用」という

基本理念のもと、目指すべき社会・姿として「ＩＴ利活用の深化により未来に向けて成

長する社会」、「ＩＴを利活用したまち・ひと・しごとの活性化による活力ある社会」、「Ｉ

Ｔを利活用した安全・安心・豊かさが実感できる社会」、「ＩＴを利活用した公共サービ

スがワンストップで受けられる社会」が示されています。

この「世界最先端ＩＴ国家創造宣言」を受け、総務省では平成 26 年３月に「電子自治

体の取組を加速するための 10の指針」を策定し、「番号制度導入に併せた自治体クラウ

ド※７導入の取組み加速」、「ＩＣＴ利活用による住民利便性の向上」、「電子自治体推進の

ための体制整備」に向けた指針を掲げています。

また、平成 27(2015)年６月には「経済財政運営と改革の基本方針 2015」が閣議決定さ

れ、マイナンバー制度の導入を突破口とした更なるＩＴ化と業務改革、公共サービスに

関する情報の「見える化」に取り組むこと等が掲げられています。

(出典：総務省「地方自治情報管理概要(平成 26 年 3 月)」
図２－７ 我が国における政府の IT戦略と電子自治体の推進

※７ 地方公共団体が情報システムを庁舎内で保有・管理することに代えて、外部のデータセンターで保
有・管理し、通信回線を経由して利用できるようにする取組。複数の地方公共団体の情報システム
の集約と共同利用を進めることにより、経費の削減及び住民サービスの向上等を図るもの。
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３ 情報化に向けた市民ニーズ 

（１）市民アンケート

本市において実施した平成 25(2013)年度第１回市民アンケートにおいて、市民の情報

リテラシー等に関する基礎的な情報や、市民が求めている情報関連の行政サービスに関

する、市民アンケートを実施しました。 

調査の地域  ：川崎市全域 

調査の対象者 ：川崎市在住の満 20 歳以上の男女個人 

標本の抽出  ：住民基本台帳からの層化二段無作為抽出 

調査方法   ：郵送法（郵便配布－郵送回収・はがき督促を１回） 

調査期間   ：平成 25(2013)年７月 26日（金）～ ８月 16日（金） 

回収状況   ：有効回収率 46.9％（標本数 3,000 標本、有効回収数 1,407 人） 

①回答者の属性 

性別は女性の方が比較的多く、年齢は 20 歳代が比較的少なく、30 歳代から 40 歳代の

回答が比較的多くなっています。

図２－８ 性別の分布 図２－９ 年齢の分布

男性

40.2%

女性

57.2%

無回答

2.6%n=(1,407)

20歳代

8.5%

30歳代

20.5%

40歳代

21.3%
50歳代

16.8%

60歳代

16.7%

70歳代

以上

14.0%

無回答

2.3%n=(1,407)
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②インターネットの利用状況 

インターネットの利用状況は、「毎日少なくとも１回」が 60％を超えています。年齢別

にみると、男女ともに年齢が高くなるにつれてインターネットの利用は減少する傾向に

あり、特に 60歳以上の女性の利用が少なくなっています。

図２－10 インターネットの利用状況

図２－11 インターネットの利用状況（性別／年齢別）

60.2 11.8

2.3 3.0

20.1 2.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 n=(1,407)

毎日少なくとも1 回 週に少なくとも1 回（毎日ではない） 月に少なくとも1 回（毎週ではない）

３より少ない（ほとんど利用しない） まったく利用しない 無回答

60.2

91.1

89.0

80.3

74.3

50.4

17.2

79.5

81.3

74.9

58.2

23.8

4.7

11.8

4.4

6.0
8.5

7.9

15.9

13.8

16.4

12.3

12.6

17.2

15.6

7.5

2.3

-

-

0.9

1.0

-
4.6

1.7

1.1

3.3

3.7
4.9

3.8

3.0

-

3.0

2.6

-
7.1

3.4

-

2.7

3.3

5.2

1.6

1.9

20.1

4.4

1.0

5.1
15.8

25.7

54.0

-

0.5

4.9
14.9

51.6

72.6

2.6

-

1.0

2.6

1.0

0.9

6.9

1.4

2.1

1.1

0.7

2.5

9.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 n=(1,407)

20歳代 n=(45)

30歳代 n=(100)

40歳代 n=(117)

50歳代 n=(101)

60歳代 n=(113)

70歳代以上 n=(87)

20歳代 n=(73)

30歳代 n=(187)

40歳代 n=(183)

50歳代 n=(134)

60歳代 n=(122)

70歳代以上 n=(106)

男
性

女
性

毎日少なくとも1 回 週に少なくとも1 回（毎日ではない） 月に少なくとも1 回（毎週ではない）

３より少ない（ほとんど利用しない） まったく利用しない 無回答

女

性
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③インターネットの利用目的と使用機器 

インターネットの利用目的は、「ホームページを閲覧し、情報収集を行うため」、「ネッ

トショッピングやオークションを利用し、売り買いを行うため」、「電子メールを利用し、

知人・友人に連絡をとるため」といった回答が多くなっています。

使用機器は、利用目的にかかわらず全体的に「パソコン」を利用する人が多くなって

いますが、「ＳＮＳや掲示板、チャットを使用し、双方向のコミュニケーションを行うた

め」、「電子メールを利用し、知人・友人に連絡をとるため」、「位置情報の取得や経路案

内などＧＰＳサービスを利用するため」の利用は、スマートフォンがパソコンを上回っ

ており、スマートフォンが普及していることが伺えます。

図２－12 インターネットの利用目的と使用機器 

76.9

22.7

50.1

19.7

43.3

32.1

30.3

25.2

15.3

2.4

10.0

3.0

3.8

5.9

27.2

4.3

2.0

0.7

9.1

0.7

43.1

14.5

17.8

32.8

45.8

27.3

9.3

4.1

34.1

0.5

11.9

2.9

5.4

4.7

4.9

5.8

1.7

1.2

3.2

0.4

0.9

0.7

0.5

0.6

0.4

1.3

0.7

1.0

0.7

0.6

8.4

67.2

39.9

55.9

17.8

47.4

63.6

70.6

48.8

96.3

0% 25% 50% 75% 100%

①ホームページを閲覧し、

情報収集を行うため

②ホームページ、動画、音楽、ブログ等を作成し、

情報発信を行うため

③ネットショッピングやオークションを利用し、

売り買いを行うため

④ＳＮＳや掲示板、チャットを使用し、

双方向のコミュニケーションを行うため

⑤電子メールを利用し、

知人・友人に連絡をとるため

⑥ゲーム、音楽、動画などのエンターテイメント

配信機能を利用するため

⑦ネットバンキング、ネットトレーディング

などを利用するため

⑧税金関係の申告や粗大ゴミ申込み等の

行政手続を行うため

⑨位置情報の取得や経路案内など

ＧＰＳサービスを利用するため

⑩その他

パソコン 携帯電話 スマートフォン タブレット端末 その他 無回答

(複数回答) n=(1,087)
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④行政情報の入手方法

本市の行政情報を収集する際に利用されているものは、「市政だより」が 37.6％と最も

多く、次いで、「インタ－ネット（市のホームページ・メールニュースかわさきなど）」

が 33.3％となっています。

図２－13 行政情報の入手方法

37.6

33.3

2.9

2.7

2.1

2.1

1.6

1.4

1.1

0.1

0.3

7.0

7.7

0% 10% 20% 30% 40%

市政だより

インターネット（市のホームページ・

メールニュースかわさきなど）

新聞

タウン誌（タウンニュース等）

区役所等の窓口

市民便利帳（かわさき生活ガイド）

テレビ

ポスター・広報掲示板

議会広報誌「議会かわさき」

ラジオ

その他

市の行政情報を収集しない

無回答

n=(1,407)
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⑤必要としている行政情報 

必要としている行政情報は、「緊急・災害情報（地震など自然災害の発生状況、避難所

情報、安否情報など）」が 61.8％と最も多く、次いで、「医療・健康・衛生関連情報（市

内病院案内、健康診断、健康・医療相談窓口、感染症、食品衛生など）」が 44.1％、「環

境対策・ごみ・リサイクル・エコ対策関連情報」が 36.2％となっており、特に「安心・

安全」に対する行政情報が必要とされています。

図２－14 必要としている行政情報

61.8

44.1

36.2

27.4

20.5

17.2

15.0

14.7

12.7

9.8

6.5

3.0

2.7

2.6

1.3

1.2

1.1

1.4

1.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

緊急・災害情報（地震など自然災害の発生状況、

避難所情報、安否情報など）

医療・健康・衛生関連情報（市内病院案内、健康診断、

健康・医療相談窓口、感染症、食品衛生など）

環境対策・ごみ・リサイクル・エコ対策関連情報

国民年金・国民健康保険・税関連情報

福祉関連情報（高齢者・障がい者等に対する支援事業、

相談窓口・利用施設の案内、地域福祉など）

子育て関連情報（妊娠・出産に関する情報、子育て支援、

各種相談窓口、保育園・幼稚園情報など）

行政の窓口・施設案内

交通関連情報（市バス時刻表・停留所など

運行案内、自転車駐輪場案内など）

住民票・戸籍関連情報

スポーツ・文化関連情報

教育・生涯学習関連情報

市民参加関連情報（市政への意見・提案、市民参加の

検討委員会・ボランティアの案内など）

市政・議会関連情報（市の各種計画、市議会の

審議内容、選挙情報など）

道路・公園・上下水道関連情報

企業・産業・経済関連情報（工業・商業・農業の振興の案内、

中小企業への融資、営業に関する各種届出など）

市の統計情報（市の面積、人口、世帯数、

市の概要がわかる各種統計データなど）

その他

市の行政情報を必要としない

無回答

(複数回答) n=(1,407)
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⑥情報化を進めてほしい分野 

情報化を進めてほしい分野は、「災害関連（防災・災害対策、消防、救急など）」が 30.0％

と、他分野に比べて非常に多くなっており、災害関連の情報化の推進が求められていま

す。

図２－15 情報化を進めてほしい分野 

30.0

10.2

9.2

8.0

6.6

5.7

4.3

2.2

1.9

1.7

1.6

1.4

1.0

0.3

0.2

0.5

7.2

8.0

0% 10% 20% 30% 40%

災害関連（防災・災害対策、消防、救急など）

医療・健康・衛生関連（市内病院、健康診断、健康・

医療相談、感染症、食品衛生など）

福祉関連（介護保険、生活保護、障害者福祉、

高齢者福祉、地域福祉など）

子育て関連（妊娠・出産、子育て、保育園・幼稚園など）

国民年金・国民健康保険・市税関連

住民票・戸籍・印鑑登録関連

環境対策・ごみ・リサイクル・エコ対策関連

市バス・自転車対策関連

学校教育・生涯学習関連

地域コミュニティ関連

スポーツ・文化・観光関連

市民参加・情報公開関連（市政への意見・提案、

市民参加の会議、情報公開など）

施設案内、市議会、選挙、統計情報関連

企業・産業・経済関連（工業・商業・農業、中小企業など）

道路・公園・上下水道関連

その他

特にない

無回答

n=(1,407)
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⑦情報化の進展に望むこと 

情報化の進展に望むことは、「より多くの情報を提供してほしい」が 49.3％と最も多く、

次いで、「もっとわかりやすい情報提供をしてほしい」が 37.3％、「手続きを簡単に、わ

かりやすくできるようにしてほしい」が 22.9％となっており、情報の「量」の充実が望

まれていると同時に、情報の「質」の向上も求められています。

図２－16 情報化の進展に望むこと

⑧情報化への不安・不満 

情報化が進むことへの不安・不満については、「個人情報が流出し、プライバシーが侵

される危険性がある」が 65.0％と最も多く、次いで、「インターネットを利用した犯罪が

増加する」が 48.3％、「パソコンなどを利用できる人とできない人との間に格差が生じる」

が 40.2％となっており、個人情報の管理やデジタル・デバイド※８の解消が求められてい

ます。

図２－17 情報化への不安・不満 

※８ インターネットやパソコン等の情報通信技術を利用できる者と利用できない者の間に生じる格差。 

49.3

37.3

22.9

14.9

14.5

13.5

13.3

11.2

2.8

3.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

より多くの情報を提供してほしい

もっとわかりやすい情報提供をしてほしい

手続きを簡単に、わかりやすくできるようにしてほしい

自由な時間に手続きできるようにしてほしい

情報交換や情報共有ができるようにしほしい

市や事業者から提供されるサービスの質を向上してほしい

行政の窓口以外で手続きができるようにしてほしい

手続きを短時間に済ませることができるようにしてほしい

その他

無回答

(複数回答) n=(1,192)

65.0

48.3

40.2

31.1

21.7

19.8

17.3

12.2

11.2

7.2

1.4

1.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

個人情報が流出し、プライバシーが侵される危険性がある

インターネットを利用した犯罪が増加する

パソコンなどを利用できる人とできない人との間に格差が生じる

コンピューターの事故などにより、社会的混乱が生じる

パソコン等の操作ができない、または苦手であるため

情報の入手・手続き等ができない

情報が氾濫し、取捨選択が困難になる

人と人とのふれあいが少なくなる

情報通信技術の進展のスピードが速く、ついていけない

機器の購入や通信費などの経済的負担が増加する

特に心配なことはない

その他

無回答

(複数回答) n=(1,407)
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（２）川崎市公衆無線 LAN 整備に関するアンケート

「かわさき Wi-Fi」を市民のニーズにあったサービスとするため、災害関連や都市情報

といった分野別のニーズや情報提供サービスへのニーズについて、Ｗｅｂによるアンケ

ート調査を実施しました。

調査方法   ：Ｗｅｂアンケート 

調査期間   ：平成 26(2014)年 10 月８日（水）～ 11 月 14 日（金） 

回答者数  ：241名 

①「かわさき Wi-Fi」を活用したサービスへのニーズ 

「かわさき Wi-Fi」を活用したサービスへのニーズは、「災害関連サービス（防災・災

害対策等）」が 84.2％と最も多く、次いで、「都市情報サービス（観光情報、大型店舗、

商店情報、音楽、スポーツ情報）」が 60.2％、「行政情報関連サービス」が 51.0％となっ

ており、ここでも災害関連と地域の情報に関するニーズが高くなっています。

図２－18 「かわさきWi-Fi」を活用したサービスへのニーズ

84.2

60.2

51.0

46.9

5.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

災害関連サービス（防災・災害対策等）

都市情報サービス（観光情報、大型店舗・商店情報、音楽、スポーツ情報）

行政情報関連サービス（市制情報、企業情報、地域情報）

福祉関連サービス（高齢者、子育て、教育、医療等）

その他

N=241



- 19 - 

②情報提供サービスの提供方法に対するニーズ 

「かわさき Wi-Fi」を通じた利用者への情報提供サービスについては、「自分がいる場

所や建物、周辺情報や出来事を配信するサービス」が 61.8％と最も多く、次いで「事前

に興味がある分野を登録し、それに関連した情報を提供するサービス」が 60.2％、「緊急

情報や災害情報を電子メールではなくスマートフォン等に直接配信するサービス」が

55.6％となっており、プッシュ型※９の情報提供方法が求められています。

図２－19 情報提供サービスの提供方法に対するニーズ

※９ 必要な情報をユーザーの能動的な操作を伴わず、自動的に配信されるタイプの技術やサービスのこ
と。

61.8

60.2

55.6

29.5

17.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

自分がいる場所や建物、周辺情報や出来事を配信するサービス

事前に興味がある分野を登録し、それに関連した情報を提供するサービス

緊急情報や災害情報を電子メールではなくスマートフォンなどに

直接配信するサービス

動画により情報を配信するサービス（例市のイベント、スポーツ等の動画）

音声により情報を配信するサービス（例インターネットラジオ等）

N=241
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（３）川崎市の「情報化施策」についてのＷｅｂアンケート

本市の情報化施策を推進するに当たり、市民の方々のＩＣＴの利活用状況や、市の情

報化施策に関するニーズ等の基礎情報を収集するため、Ｗｅｂによるアンケート調査を

実施しました。 

調査方法   ：Ｗｅｂアンケート 

調査期間   ：平成 27年 10 月 30 日（金）～ 11 月 30 日（月） 

回答者数  ：53名 

①実際に便利だと感じた電子行政サービス 

実際に便利だと感じた電子行政サービスは、「ネット窓口かわさき（電子申請システ

ム）」が 18 件と最も多く、次いで、「市立図書館インターネット蔵書検索・予約」が 16

件、「市バスナビ（バス運行情報提供システム）」が 15件となっています。

図２－20 実際に便利だと感じた電子行政サービス 
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市バスナビ（バス運行情報提供システム）

オープンデータ（行政が保有するデータの公開）の

推進

ガイドマップかわさき（統合型地図情報システム）

メールニュースかわさき

かわさきWi－Fi（川崎市公衆無線LAN）

ふれあいネット（公共施設利用予約システム）

かわさきのお医者さん（医療機関検索）

ただいまの大気環境（大気データ）

環境放射線量モニタリングシステム

便利だと感じたことがない

n=(53) 
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②今後拡充した方がよいと思う電子行政サービス 

今後拡充したほうがよいと思う電子行政サービスは、「行政手続きの電子申請（届出、

イベント申込み等を含む）」が 27 件と最も多く、次いで、「緊急情報の発信（災害・防

犯情報）」が 22 件、「税金、公売、使用料の収納等の電子決済」が 15 件となっていま

す。

図２－21 今後拡充した方がよいと思う電子行政サービス 
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n=(53) 
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③情報化施策として優先して取り組むべき課題 

情報化施策として優先して取り組むべき課題は、「安全で災害に強い都市を実現す

る取組の推進」が 33 件と最も多く、次いで、「市民の利便性の高い行政サービスの実

施」が 27件、「情報セキュリティ対策の推進」が 19 件となっており、安心・安全に対

する取組や利便性向上の取組が求められています。

図２－22 情報化施策として、優先して取り組むべき課題
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４ 本市施策の状況 

（１）川崎市総合計画

 本市では、『成長と成熟の調和による持続可能な最幸のまち かわさき』の実現を目

指した取組を推進するため、川崎市総合計画を策定しました。

この総合計画は、『基本構想』『基本計画』『実施計画』の３層構造で構成されており、

今後の 30年程度を展望し本市が目指す都市像やまちづくりの基本目標、基本政策を明

らかにする構想である『基本構想』、平成 28(2016)年度から概ね 10 年間を対象期間と

する長期計画である『基本計画』、４（２）年間を対象期間とする中期計画である『実

施計画』から構成されています。

この『基本構想』では、まちづくりの基本目標として「安心のふるさとづくり」「力

強い産業都市づくり」の２つを掲げ、次の５つの基本政策に取り組むこととしていま

す。

基本政策１ 生命を守り生き生きと暮らすことができるまちづくり

基本政策２ 子どもを安心して育てることのできるふるさとづくり

基本政策３ 市民生活を豊かにする環境づくり

基本政策４ 活力と魅力あふれる力強い都市づくり

基本政策５ 誰もが生きがいを持てる市民自治の地域づくり

図２－23 川崎市総合計画の構成及び計画期間
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（２）川崎市行財政改革プログラム

川崎市行財政改革プログラム（平成 28(2016)年３月策定）は、川崎市総合計画に

掲げる政策・施策を着実に推進するため、必要な経営資源（ヒト・モノ・カネ・情

報）を確保し、市民満足度の高い市政運営を推進するものとして位置付けられてい

ます。 

また、「自律」による市政運営への変革に向け、（１）市民ニーズと地域課題の的

確な把握、（２）市民サービスの「質的改革」の推進、（３）市役所内部の「質的改

革」の推進、（４）効率的・効率的な行財政運営による「持続可能な最幸のまち」の

実現の４つの基本理念と、改革に向けた「共に支える」「再構築する」「育て、チャ

レンジする」という３つの取組を推進するものです。 

計画期間は、平成 28(2016)年度及び平成 29(2017)年度の２か年度ですが、川崎市

総合計画における基本計画の計画期間である今後の概ね 10 年間を見据えた取組とな

っています。 

図２－24 川崎市行財政改革プログラムの位置付け

「成長と成熟の調和による

持続可能な最幸のまち かわさき」の実現

川崎市総合計画に掲げる

政策・施策の推進

川崎市行財政改革プログラム

目
的

手
段
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５ 本市の情報化基本計画の経緯 

（１）第１次情報化基本計画

本市では、社会における情報化の進展に対応すべく、情報化施策を計画的・総合的

に進めるため「川崎市情報化基本計画」を平成９(1997)年６月に策定しました。 

平成９(1997)年度から平成 17(2005)年度を計画期間とし、「市民（ひと）がまんなか

高感度情報都市かわさき」という基本コンセプトのもと、以下の５つのビジョンに基

づき情報化施策の展開の方向性を定め、取組を進めました。 

【基本コンセプト】 

市民（ひと）がまんなか高感度情報都市かわさき 

【５つのビジョン】 

①市民が安心して豊かに過ごすことのできる快適情報環境の構築 

②市民の自発的活動による参加型の地域ネットワーク社会の形成 

③情報環境の変化に対応した地域産業の活性化と高度化 

④透明で効率性と柔軟性を持った市民本位の行政システムの構築 

⑤誰もが容易に活用できるオープンな情報基盤・環境の整備 

（２）第２次情報化基本計画

第１次情報化基本計画の計画期間終了時の平成 17年当時には、インターネットや携

帯電話の普及が急速に進み、情報機器の性能の向上が目覚ましく、情報化に期待され

る役割も変化してきたことから、計画の見直しが必要になりました。 

そこで、新たな市政運営の基本方針を示した総合計画「川崎再生フロンティアプラ

ン」や「第２次川崎市行財政改革プラン」を踏まえ、川崎市の特徴や長所を活かし、

都市イメージの向上と一体感のあるまちづくりに寄与する情報化施策を展開すべく、

平成 18(2006)年３月に第１次基本計画の次期計画として平成 18(2006)年から概ね 10

年程度を見据えた第２次川崎市情報化基本計画（以下「第２次基本計画」という。）を

策定しました。 

平成 9～17 年度 平成 18～27 年度 

図２－25 情報化計画の計画期間

第１次情報化基本計画 

第２次情報化基本計画 

情報化実施計画 

（2006-2010） 

情報化推進
プログラム

（2014-2015）

情報化 
実施計画 

（2011-2013）
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この計画では、川崎市を形成する多様な主体による交流や協働を促進することで一

体感のあるまちづくりを実現するとともに、その根底を成す都市イメージの向上、海

外を含めた外部への積極的な情報発信がＩＴを活用して行えるよう、「お互いの心が通

う高度情報化都市かわさき」を基本目標とし、４つの基本施策を定めました。 

【基本目標】 

「お互いの心が通う高度情報化都市かわさき」 

【基本施策】 

①市民活力を高め、協働と安心のまちづくりに寄与する情報化 

②産業振興とシティセールスを促す情報化 

③行政運営の高度化を図る情報化 

④情報化を支える仕組みづくり 

  ア 川崎市情報化実施計画（第１次） 

第２次基本計画の具体的な取組を推進するため、平成 18(2006)年度から３年程

度を目安に着手を予定している情報化施策を掲げた計画として、「川崎市情報化実

施計画」を策定しました。平成 20(2008)年 5 月には、川崎再生フロンティアプラ

ン第２期実行計画（平成 20(2008)年度～平成 22(2010)年度計画）と整合性を図る

ための改訂を行い、計画期間を平成 22(2010)年度までの５か年に変更しました。 

イ 川崎市情報化実施計画（2011-2013） 

平成 23(2011)年５月に、川崎再生フロンティアプラン第３期実行計画（平成

23(2011)年度～平成 25(2013)年度計画）と連携を図りながら、３か年の計画とし

て策定しました。 

ウ 川崎市情報化推進プログラム（2014-2015） 

平成 26(2014)年５月に、川崎市総合計画や川崎市行財政改革プログラムを

策定するまでの間の市政運営の基本的な方針である「アクションプログラム

2014」を基に、今後２年程度の間に予定されている具体的な事業を取りまと

め、情報化施策を推進してきました。 
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（３）第２次情報化基本計画期間中の主な取組

第２次基本計画期間中（平成 18(2006)年度～平成 27(2015)年度）における基本施策

ごとの取組状況は次のとおりです。

基本施策１ 「市民生活を高め、協働と安心のまちづくりに寄与する情報化」 

電子申請システムの本格運用の開始、公共施設予約システム、図書館総合システム、総

合防災情報システムの整備、消防指令システム・消防救急無線の機能強化、民間事業者と

の協働による民間情報と行政情報を一体的に発信する地域ポータルサイト※１０の整備など

を行いました。

また、近年の取組として平成 25 年度には、区役所への来庁者の利便性向上を図る目的で、

無料で利用できる公衆無線ＬＡＮ整備（かわさきＷｉ－Ｆｉ）アクセスポイントの整備を

開始したほか、行政が保有するデータを二次利用可能なルールで提供する「オープンデー

タの取組」を開始しました。

基本施策２ 「産業振興とシティセールスを促す情報化」 

川崎を支える産業を振興する仕組みづくりとして、ＷＥＢかわさき製品見本市、川崎も

のづくりブランド、産業バンクかわさきなどにおける情報発信の取組を行いました。

また、文化芸術分野では、音楽のまち・かわさき、市民ミュージアム、岡本太郎美術館

などでの情報発信の取組を行いました。

基本施策３ 「行政運営の高度化を図る情報化」 

市政に関する問合せ、要望、相談、苦情などに一元的に対応する総合コンタクトセンタ

ー サンキューコールかわさきの本格運用を開始したほか、戸籍総合システム、人事給与

システム、川崎病院・井田病院における新総合医療システムの整備を行いました。

また、平成 27(2015)年 10 月に制度が開始された社会保障・税番号制度の円滑な運用を図

るため、税や戸籍、福祉等の情報システムの改修を行いました。

基本施策４ 「情報化を支える仕組みづくり」 

平成 20(2008)年３月に策定した「川崎市情報システム全体最適化計画」に基づき、国保

ハイアップシステム、国民年金事務システム等、人事給与システムなどの汎用機システム

のオープン化や第３庁舎マシン室への位置統合（部局システムの集中管理化）の推進、庁

内共通システム基盤の整備（仮想化基盤の導入）を行いました。

ネットワークや市民に直接影響のある基幹業務系システムなど、ＩＣＴ部門が運用・

管理している部分について、「ＩＣＴ部門の業務継続計画（震災対策編）」を策定し、災

害・事故時の業務実施・継続を行うための体制を整えました。

社会保障・税番号制度の開始、近年の脅威の高度化や情報通信技術の進展など社会的環

境の変化等を踏まえ、さらなる対策強化に向けた情報セキュリティ関係規程の改正、情報

セキュリティ研修、訓練などを行いました。

※１０ インターネットに接続した際に最初にアクセスするウェブページ。分野別に情報を整理しリンク
先が表示されている。
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第３章 推進プランの概要

第３章

推進プランの概要 

１ 情報化推進プランの構成 

２ 情報化の基本施策
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１ 情報化推進プランの構成 

この推進プランは、川崎市総合計画で掲げる目指す都市像の実現に向けて、ICT を効

果的・積極的に活用することで、更なる市民サービスの向上や行政事務の効率化を進め

るものであり、『ＩＣＴの活用による「成長と成熟の調和による持続可能な最幸のまち 

かわさき」の実現』を基本目標とします。

また、川崎市総合計画で掲げる２つのまちづくりの基本目標及び５つの基本政策、川

崎市行財政改革プログラムに掲げる４つの基本理念、他の施策との関連を踏まえ、『「安

心のふるさとづくり」を推進する情報化』、『「力強い産業都市づくり」を推進する情報化』、

『行財政運営の「質的改革」を推進するための情報化』の３つの基本施策を掲げること

とします。

図３－１ 他の施策との関連
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この推進プランは、前頁に掲げた３つの基本施策に対して、それぞれに関連する取組を

７つの施策に整理し、３つの基本施策に関連する７つの施策からなる構成としました。

図３－２ 情報化推進プランの構成
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新たな産業・サービスの創出

促進

行財政運営の「質的改革」

を推進する情報化

行財政運営の効率化・高度化

の推進

ＩＣＴガバナンスの強化及び

情報セキュリティ対策の推進

ＩＣＴの活用による『成長と成熟の調和による持続可能な最幸のまち かわさき』の実現



- 32 - 

２ 情報化の基本施策 

基本施策１ 「安心のふるさとづくり」を推進する情報化 

川崎市総合計画では、子供たちの笑顔があふれ、元気な高齢者をはじめとした誰も

が、多様な生き方や考え方を寛容に認め合いながら、寄り添い、支え合い、社会に貢

献することで生きがいを持ち、日常生活の質的な充足や郷土への愛着と誇りを強く感

じることができる「安心のふるさと」のまちづくりを進めるとしています。

ＩＣＴは、人や企業等のつながりを強化し、幅広い情報発信を可能にする優れた手

段であり、スマートフォンなどモバイル機器の普及により地域の参加と協働を推進す

るツールとして、あるいは時間や場所に制限されることなく利用できる電子行政サー

ビスの利用手段として活用することが可能になってきました。また、災害時などに求

められる様々な情報を入手するための重要な手段としてもＩＣＴの積極的な活用が期

待されています。

この推進プランでは、様々な主体の連携を推進することを目的とした「参加と協働

による市民自治の地域づくりの推進」、モバイル端末等の新たなＩＣＴを活用した市民

の利便性向上を目的とした「便利で快適な行政サービスの提供」、災害時などでも確実

に情報が得られるなど、情報発信強化を目的とした「市民が安全・安心を享受できる

都市の実現」の３つを施策として掲げます。

【施策】 

１－１ 参加と協働による市民自治の地域づくりの推進 

１－２ 便利で快適な行政サービスの提供 

１－３ 市民が安全・安心を享受できる都市の実現

図３－３ 「安心のふるさとづくり」を推進するための施策 
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基本施策２ 「力強い産業都市づくり」を推進する情報化 

川崎市総合計画では、地域経済の活性化を図りながら、環境問題をはじめとする国

際的な課題解決へ貢献し、我が国の持続的な成長を牽引する「力強い産業都市づくり」

を進めるとしています。

２０２０年の東京オリンピック・パラリンピック競技大会の開催や２０２４年の市

制１００周年を控え、都市としての魅力を高める好機であり、戦略的なシティプロモ

ーションを推進していく必要があります。

また、本市に集積する高度先端技術等を活かし、多様な主体と連携しながら、エネ

ルギーの最適利用とＩＣＴ・データの利活用による地域課題の解決や新たな産業・サ

ービスを創出するスマートシティの取組などを推進していく必要があります。

この推進プランでは、ＩＣＴが持つ情報発信機能を活用してシティプロモーション

につなげることを目的とした「積極的な情報発信による戦略的なプロモーションの推

進」、産業のイノベーションを目的とした「新たな産業・サービスの創出促進」の２つ

を施策として掲げます。

【施策】 

２－１ 積極的な情報発信による戦略的なシティプロモーションの推進 

２－２ 新たな産業・サービスの創出促進

図３－4 「力強い産業都市づくり」を推進するための施策 



- 34 - 

基本施策３ 行財政運営の「質的改革」を推進する情報化 

川崎市行財政改革プログラムでは、効率的・効果的な行財政運営を行うため、市の

財政状況や、さまざまな取組について市民との積極的な情報共有を図るとともに、簡

素で効率的・効果的な組織の整備や、中長期を見据えた施設の効率的な維持管理など

を行うことにより、「持続可能な最幸のまち かわさき」の実現に向けた効率的・効果

的な行財政運営を推進することとしています。

ＩＣＴの活用による市民サービスの向上・行財政運営の「質的改革」を進めるため

には、強力なリーダーシップの下で業務の効率化やコスト削減、ワークスタイルの変

革などに取り組んでいく必要があります。また、行政機関は、個人情報をはじめとし

た重要情報を多く保有していること、また近年、高度化・複雑化するサイバー攻撃に

よる脅威の増大や人的な要因による個人情報等の漏えい事案等が多発していることを

踏まえ、情報セキュリティ対策に万全を期することが求められています。

この推進プランでは、ＩＣＴの利活用による業務の効率化やコスト削減を目的とし

た「行財政運営の効率化・高度化の推進」、ＩＣＴを活用する上での情報化施策の総合

的な調整やセキュリティ対策の取組強化を目的とした「ＩＣＴガバナンス※１１の強化及

び情報セキュリティ対策の推進」の２つを施策として掲げます。

【施策】 

３－１ 行財政運営の効率化・高度化の推進 

３－２ ＩＣＴガバナンスの強化及び情報セキュリティ対策の推進

図３－5 行財政運営の「質的改革」を推進するための施策 
※１１ 組織内で、ICT を導入及び活用するに当たり、目的と戦略を適切に設定し、その効果やリスクを

測定・評価して、理想とする IT活用を実現するためのメカニズムをその組織の中に確立すること。
（組織内で ICT の導入、利用をコントロールすること。）章
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第４章 基本施策別の施策の基本方向

第４章

基本施策別の施策の基本方向 

基本施策１ 「安心のふるさとづくり」を推進する情報化 

基本施策２ 「力強い産業都市づくり」を推進する情報化 

基本施策３ 行財政運営の「質的改革」を推進する情報化 
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基本施策１ 「安心のふるさとづくり」を推進する情報化
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施策１－１ 参加と協働による市民自治の地域づくりの推進 
施策１－１ 参加と協働による市民自治の地域づくりの推進

（１）現状と課題

・スマートフォンやタブレット端末等のモバイル端末の普及やクラウド環境の充実と

いったＩＣＴを取り巻く環境の変化を受けて、行政運営に関しても、市民の参加と

協働の取組が推進されることが期待されており、オンライン上での市民の参加と協

働の場の構築や、行政の透明性の向上に向けた取組を推進する必要があります。 

・市民との協働や市民からの声を行政経営に活かしながら、透明で開かれた行政を実

現する「オープンガバメント」の概念に基づき、関連施策を業務横断的な視点に立

って全庁的に取り組む必要があります。 

・市民の参加と協働を推進するに当たり、行政機関等が保有する公共データを公開す

るなど、透明性を確保する必要があります。その際には、機械判断に適したデータ

形式で、かつ誰もが二次利用を可能とする形式でのデータ提供が求められています。 

・公益的な活動の担い手が市民活動団体や町内会・自治会をはじめ、社会福祉協議会、

企業、ソーシャルビジネス事業者、大学等の教育機関など、それぞれの特色を活か

した社会貢献活動や地域活動が展開されており、多様な主体との協働や連携の取組

が重要となっています。 

・モバイル端末が普及したことにより、市民が利用するモバイル端末を活用した市民・

企業・行政が協働して取組を行うことができる情報共有の仕組みのニーズが高まっ

ています。 



- 38 - 

（２）これまでの本市の取組

①行政の透明性の向上 

・市政情報、暮らしと手続きに関する情報、川崎の魅力などを市ホームページから

ウェブアクセシビリティ※１２に配慮しながら発信しています。

・市ホームページで、防災、消防、公共施設、統計情報などをオープンデータで掲

載しています。 

・市長記者会見をインターネットでライブ配信しています。配信した映像は、30 日

間保存しています。 

・議会のインターネット中継や議事録検索システムの構築等を行っています。 

・川崎市総合コンタクトセンターの運用やインターネットによるパブリックコメン

トの実施等を行っています。 

②市民の参加と協働の推進 

・参加と協働の拠点である区役所や市民館などを中心に、市民活動団体との協働型

事業や企業、大学など地域の様々な主体との協働・連携などを通じて、積極的に

地域課題の解決に向けた取組を進めています。 

・市民の情報取得のニーズへ的確に応えていくため、行政だけでなく市民・団体・

企業など、情報を集積し・発信する多様な主体が連携できる「情報集積プラット

フォーム」として、スマートフォン用アプリケーションである「かわさきアプリ」

の開発を行いました。

③官民連携の取組 

・行政情報と地域情報を一体的に発信し、そこに行けば川崎の様々な情報が得られ、

地域の人々の情報交流基盤として民間事業者が運営する地域ポータルサイトと連

携しています。 

・国、大学、民間事業者及び本市が連携し、多様な参加者の集合知によってアイデ

アを導き出し、地理空間オープンデータを活用してアイデアを具現化し、新たな

サービスの創出につなげる仕組みやプロセス、手法を構築することを目的とした

「Ｇ空間未来デザインプロジェクト」に参画しました。

・本市における地域包括ケアシステムに関する取組やイベントなどの情報発信や地

域包括ケアシステムに係わる様々な主体の連携促進を目的とした｢川崎市地域包

括ケアシステムポータルサイト｣を運用しています。 

※１２ ウェブで提供されている情報やサービス、ソフトウェア等が、どの程度広汎な人に利用可能であ
るかを表す語。特に、高齢者や障害者等、ハンディを持つ人にとって、どの程度利用しやすいか
ということを意味する。
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（３）施策の基本方向

透明でオープンな行政運営を進めるため、①透明性、②市民参加、③官民連携とい

った「オープンガバメント」の３つの基本原則に基づき、市政情報を積極的により分

かりやすく、かつ、伝わるように発信し、行政、市民、町内会・自治会、市民活動団

体、企業、大学等の多様な主体が適切な役割分担の下でそれぞれの強みを活かした協

働・連携を深め、ＩＣＴの利活用による地域課題の解決に取り組んでいきます。 

図４－１ 「参加と協働による市民自治の地域づくりの推進」の基本方向

●行政の透明性の向上 

・ホームページや電子メール等を活用した市民の総合窓口や市の事業計画、議会会

議録の検索など、時間や場所の制約にとらわれない透明な情報提供の取組を進め

ていきます。

・市政に関する情報を、ＳＮＳやデジタルサイネージ※１３などを活用した多様な手法

により、分かりやすく、かつ効果的に発信していきます。 

・行政が保有している統計情報などの様々なデータをオープンデータとして公開を

進め、地域課題の見える化や新たな市民活動の取組を推進します。 
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●市民の参加と協働の推進 

・モバイル端末と地図情報（ＧＩＳ）を活用し、市民投稿による地域課題解決の取

組を推進します。 

・市民向けのアンケートについて、インターネットの活用による調査手法の多様化

など、効果的な手法への改善を図ります。

･市民活動団体、町内会・自治会、ソーシャルビジネス事業者、企業、大学など多様

な主体が主体的に地域課題解決に向けた取組を進められるよう、ＩＣＴを活用し

た情報プラットフォームの構築・運営を行っていきます。 

・医療・介護・福祉等における市の地域包括ケアシステムポータルサイトによる様々

な取組やイベントなどの情報発信など、ＩＣＴを活用した市民との協働を進める

取組を推進していきます。 

●官民連携の強化 

・行政が発信する情報だけでなく、市民・団体・事業者が発信する川崎の地域に関

する情報を集積し、一体的に発信できる「情報集積プラットフォーム」としての

役割を担うスマートフォン用アプリケーション「かわさきアプリ」による官民連

携による取組を推進します。 

・地域の人々の情報交流基盤として民間事業者が運営する地域ポータルサイトと連

携した協働に取り組みます。

※１３ 日本語では「電子看板」。屋外・店頭・交通機関などの公共機関で、ネットワークに接続されたデ
ィスプレイなどの電子的な表示機器を使って情報を発信するシステムの総称。設置場所や時間帯
によって変わるターゲットに向けて適切にコンテンツを配信可能であるため、次世代の広告媒体
として注目を集めている。 
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施策１－２ 便利で快適な行政サービスの提供 
施策１－２ 便利で快適な行政サービスの提供

（１）現状と課題

・誰もが電子行政手続を行えるように利用環境を整備し、利用率の向上を図る必要が

あります。また、時間や場所にとらわれず簡単に利用することができる電子行政サ

ービスの拡充が求められています。 

・コンビニエンスストア等における各種証明書の自動交付など証明書発行拠点の拡充

やサービス提供時間の拡大が求められています。

・社会保障・税番号制度（マイナンバー制度）の導入に伴い、社会保障や税等の行政

事務において個人番号（マイナンバー）の利用が開始されており、今後、マイナン

バーの利用による事務の効率化や市民の利便性の向上が求められています。

・パソコンをはじめ、最近ではスマートフォンやタブレット端末といった情報通信機

器が急速に普及しており、行政手続や施設予約についてもスマートデバイス等によ

るオンライン手続きに対するニーズが大きくなっています。 

・市民をはじめ来訪者など市内にいる全ての方々の利便性向上や災害発生時における

通信手段を確保するため、モバイル端末等でインターネットに接続できる通信環境

の確保が求められています。 

・スマートフォン等の位置情報を利用することにより地図情報と連携した公共施設や

避難所などに関する情報提供が求められています。

・情報通信機器（パソコンなど）の所有の有無によって、情報格差が生じないように

配慮する必要があります。
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（２）これまでの本市の取組

①行政手続の利便性向上 

・時間や場所にとらわれずに粗大ごみの収集申込みなどの電子申請を行うことがで

きる「ネット窓口かわさき」を運用し、市民の利便性の向上及び行政事務の効率

化を図っています。年間で１０万件を超える利用があり、市民の行政手続の手段

として安全で安定的な運用を行っています。 

・公共施設利用予約システム（ふれあいネット）により、利用者がインターネット

や電話を活用して、あるいは身近な区役所・市民館などの端末機で自由に会議室

やスポーツ施設などの利用申込みを受け付けています。 

・市民が区役所、支所、出張所、行政サービスコーナーまで行かなくても、住民票

の写しや印鑑登録証明書などの各種証明書が身近なコンビニエンスストアで取得

できるようになりました。

・社会保障・税番号制度（マイナンバー制度）を円滑に導入するため、マイナンバ

ーの利用や制度の仕組みを活用した情報連携の開始に向けたシステム整備、事務

フローの変更に係る検討及び市民に広く制度を周知するための広報を行ってきま

した。

②ＩＣＴの利用環境の整備 

・市民をはじめ来訪者など市内にいる全ての方々の利便性向上や災害発生時におけ

る通信手段の確保のため、公共施設や避難所となる学校等に無料で利用できる公

衆無線ＬＡＮ環境（かわさきＷｉ-Ｆｉ）の整備を進めるとともに、民間のアクセ

スポイントを活用し、利用範囲を拡張しました。

・図書館利用者のパソコンなど情報通信機器の所有の有無による情報格差に配慮し、

図書館内に目的に応じた市民利用端末（パソコンなど）や情報通信機器利用スペ

ースを設置し、各種ホームページや商用データベース等の情報を得ることができ

る環境を提供しています。 
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（３）施策の基本方向

時間や場所にとらわれずにオンライン手続を行うことができる電子行政サービスの

安定稼働と利便性の向上を図っていきます。また、スマートデバイス等でも便利で快

適な電子行政サービスが受けられるよう、スマートデバイスでの利用にも配慮した利

用環境の提供やタイムリーな情報発信など、モバイル端末での利便性の向上に向けた

取組を進めていきます。

図４－２ 「便利で快適な行政サービスの提供」の基本方向 

●行政手続の利便性向上 

・電子申請システムや公共施設予約システム（ふれあいネット）など、利便性の高

い電子行政サービスを安定的に提供するとともに、更なる利便性の向上に向けた

サービスの拡充に取り組みます。

・社会保障・税番号制度（マイナンバー制度）の仕組みを活用した他の行政機関等

との情報連携を開始（平成 29年７月開始予定）することにより、行政手続の際に

市民に提出を求めている添付書類を削減するなど、手続の簡素化による利便性の

向上を図ります。

・マイナンバー制度の円滑な運用や、コンビニ交付サービスの利用促進に向けて、

個人番号カードの普及に向けた取組を推進します。
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●モバイル端末の積極的な活用 

・市のホームページやポータルサイトについて、モバイル端末でのサービス利用を

前提とした画面表示の最適化など、市民がより利用しやすい環境整備に取り組ん

でいきます。 

・市民をはじめ来訪者など市内にいる全ての方々の利便性向上や災害発生時におけ

る通信手段の確保に向けて、民間のアクセスポイントを活用した公衆無線ＬＡＮ

環境（かわさきＷｉ-Ｆｉ）の更なる拡充を進めていきます。 

●タイムリーな情報発信の推進 

・位置情報と施設情報とを活用して、近隣にある各種施設情報等を発信する仕組み

の構築に取り組みます。 

・「かわさきアプリ」の分野拡張やプッシュ型の情報発信の拡充による行政サービス

の利便性の向上を図ります。 
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施策１－３ 市民が安全・安心を享受できる都市の実現 
施策１－３ 市民が安全・安心を享受できる都市の実現

（１）現状と課題

・大規模災害などが発生した時は、市民の安全・安心を確保するために、多様な情

報媒体を活用しつつ災害情報や支援情報、公共交通情報等の生活関連情報を迅速

かつ的確に提供することが必要です。また、避難所等で利用できる通信環境が必

要です。

・国では、災害発生時やその復興局面等において、公共情報を発信する自治体・ラ

イフライン事業者などと、それを伝える放送事業者・通信事業者を結ぶ共通基盤

である「L アラート（災害情報共有システム）」の全国普及に向けて取り組んでい

ます。

・日々の暮らしを脅かす犯罪や交通安全、感染症、多様化する消費者詐欺などにつ

いて、市民が不安を軽減させたり、被害から身を守るためには、注意を喚起する

適切な情報が必要です。

・新たな感染症等発生時において、早期に適切な対応を図るため、迅速な情報収集、

高度な解析及び専門性の高い情報発信を行う必要があります。

・市民が休日や夜間に体調を崩した場合など、その状況に応じて受診できる最寄り

の医療機関を案内する機能が求められています。

・災害時の情報弱者となる可能性が高い外国人や高齢者・障害を持つ市民のアクセ

シビリティやスマートフォン・タブレット端末に対応する必要があります。

・子ども、子育て情報へのニーズは高い一方で、情報の所在が複数に分かれ、必要

な情報にたどり着きにくいという状況があります。また、子育て世代の転入者も

多く、新たな地域での育児不安や孤立した育児を防ぐために、子育てに関する情

報を様々な形で提供し、子育て支援を推進していく必要があります。 

・児童生徒の確かな学力育成のため、教育現場における教師のＩＣＴ活用のため

のサポートの充実やＩＣＴを活用した分かりやすく理解が深まる授業の推進が

求められています。 

・ＩＣＴ環境整備の推進により、次世代型ＩＣＴ環境の整備による協働学習や個別

学習の充実を目指しています。

・大気環境情報や空間放射線量などのリアルタイムでの情報提供が求められていま

す。
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（２）これまでの本市の取組

①防災に関する情報化の推進 

・防災気象情報、避難勧告・避難指示など本市に関する災害情報をメール配信サー

ビス「メールニュースかわさき」で配信しています。 

・災害時など市ホームページや防災ポータルサイトに一時的にアクセスが集中する

ような場合でも災害情報等が確実に閲覧できるよう、回線やサーバの性能が高い

外部環境にコンテンツのコピーを置き、負荷を分散させる仕組みを導入しました。 

・災害発生時における通信手段の確保のため、公共施設や避難所となる学校等に無

料で利用できる公衆無線ＬＡＮ環境（かわさきＷｉ-Ｆｉ）の整備を進めました。 

・避難勧告や避難所開設情報などの災害情報を「かわさきアプリ」によるプッシュ

型配信で受け取ることのできるサービスを開始しました。

②日常生活に関する情報化 

・防犯・交通安全情報をメール配信サービス「メールニュースかわさき」で配信し

ています。 

・インターネットを安全に利用するための基礎知識を市民の方に学んでいただける

「インターネット安全教室」をＮＰＯ団体と共催で開催しています。 

・消費生活に関する知識や、最新の相談事例とそのアドバイス、悪質商法・製品事

故等の注意情報のほか、講演会や出前講座等のイベント情報などについて、市ホ

ームページやメールマガジン、地域ポータルサイトから発信しています。 

・救急医療情報サービス、感染症情報発信システムを運用し、情報提供を行ってい

ます。 

・総合医療情報システムの安定的な運営に努めています。 

③子育て・教育に関する情報化の推進 

・妊娠から就学までの、出産、育児など、子育て全般に関する情報や子育て施設等

の情報、子育て家庭のニーズに応じた様々な子育て支援に関する情報などを区の

ホームページに掲載しています。 

・スマートフォン向けアプリを活用して子育て世代の方に必要とする情報を的確か

つタイムリーに提供する仕組みの検証、事務効率・施策改善の検討、オープンデ

ータ活用モデルの構築を目的とした「あさお子育てポータル」の実証実験を行い

ました。また、実証実験の結果を踏まえアプリを開発し、「子育てアプリ」のサー

ビスを開始しました。 

・協働学習や個別学習のさらなる充実のため効果が期待されているタブレット端末

や無線ＬＡＮ環境等の導入を小中学校で進めています。 
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・カリキュラムセンターや小学校情報教育研究会と共同して、授業での効果的なＩ

ＣＴ活用を目指した研修を行いました。

④環境に関する情報化の推進 

・市民に迅速に大気環境情報の提供を行うために、自動監視システムにより大気汚

染の状況を把握し、市ホームページから PM2.5 を含む測定値をリアルタイムに提

供しています。 

・市の南部、中部、北部の３地点でモニタリングポストを設置し、市内の空間放射

線量の測定結果を市ホームページから発信しています。 
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（３）施策の基本方向

市民の安全・安心に寄与する防災・防犯に関する情報や子育て支援情報などをＩ

ＣＴを最大限に活用して的確な提供を進め、安全・安心を享受できる都市の実現に

向けた取組を推進します。

図４－３ 「市民が安全・安心を享受できる都市の実現」の基本方向

●災害情報等の発信力強化 

・災害情報等を発信する情報媒体を拡充し、「いつでも、どこでも、誰でも、簡単

に」災害情報が入手できる仕組みの構築を図ります。 

・ホームページ、電子メール、ケーブルテレビ、デジタルサイネージといった多

様な情報媒体を活用した災害情報等の発信を民間事業者との連携を図りながら

拡充します。また、各情報媒体の特徴に応じた最適なコンテンツの配信につい

て検討します。 

・災害発生等の非常時にも市民への情報提供を継続できるよう、公衆無線ＬＡＮ

環境（かわさきＷｉ－Ｆｉ）の拡充や複数の情報提供手段の確保を進めます。

・国の「L アラート（災害情報共有システム）」を活用し、避難勧告や避難所開設

情報などの本市が発信する情報や電力、通信、ガスなどライフライン事業者な

どの発信する情報と、その情報を市民等に伝える放送事業者、新聞社、通信事

業者などの連携を深め、災害情報の効率的な情報伝達を行っていきます。
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●市民の安心な生活を守る情報発信の拡充 

・防犯・交通安全情報、感染症情報、消費生活情報など、被害から身を守るため

の情報や市民の不安を軽減させられるような情報提供の充実を図ります。

●子育て・教育のＩＣＴ活用推進 

・親の育児不安の軽減及び地域子育て支援体制へつなげる機会として、子育て家

庭のニーズに応じて様々な子育て支援に関する情報やＮＰＯ等の地域情報の発

信を拡充するなど、地域における子ども・子育て支援の取組を進めていきます。

・次世代を担う児童生徒の情報活用能力の育成に向け、情報発信や情報の利活用、

情報モラルなどのＩＣＴ教育を一層進めていきます。

・教員のＩＣＴ活用能力の向上、授業におけるＩＣＴ機器の活用を推進します。

●大気環境情報等の公開 

・大気環境情報や市内の空間放射線量の情報を公開することで、市民や企業が実

施する環境改善活動の支援につなげていきます。また、ＩＣＴの活用により効

率的なエネルギー利用を実現する等、低炭素社会の実現に向けた取組を支援し

ていきます。
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基本施策２ 「力強い産業都市づくり」を推進する情報化
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施策２－１ 積極的な情報発信による戦略的なシティプロモーションの推進
施策２－１ 積極的な情報発信による戦略的なシティプロモーションの推進

（１）現状と課題

・臨海部等における先端産業・研究開発機関の集積や「工場夜景」などの産業観光、「音

楽のまち」をはじめとする地域資源を活かした取組など、市内外への情報発信を充

実させ、自らが川崎に愛着や誇りを持ち、市外の人々が川崎に住みたい、訪れたい、

また、そこで働きたい、学びたいなどと思えるようになるよう、戦略的にシティプ

ロモーションを行っていく必要があります。

・観光客のみならず外国人を含めた市民にも市内の観光情報や施設情報を発信するこ

とで、市内消費機会の拡大を図ることが必要です。

・2020 年東京オリンピック・パラリンピックに向けて、国内外の観光客が手軽に情報

を入手できるよう「無料公衆無線ＬＡＮ環境の整備促進」、「ＩＣＴを活用した多言

語対応の実現」、「デジタルサイネージの機能拡大」など、ＩＣＴに関わるサービス

やインフラの高度化が求められています。

・スマートデバイスの普及により、モバイル端末で情報を入手できるだけでなく、誰

でも簡単に写真や動画を投稿できるようになっており、シティプロモーションや観

光情報の強力な手段となっています。

・市の魅力を発信する情報についても、写真や動画といった大容量のファイルでもデ

ータベース化が可能となってきており、情報の整理や有効活用を検討する必要があ

ります。
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（２）これまでの本市の取組

①情報発信チャネルの拡大 

地域の魅力を発信するチャネルとして、ホームページによる情報提供以外にも、

川崎駅東西自由通路に大型映像装置（デジタルサイネージ）を設置し、川崎駅とい

う大勢の方が利用する場所で、本市の地域情報、イベント情報等をタイムリーに駅

利用者らに提供することが可能となりました。

②観光振興 

・かわさきの観光情報ホームページを作成し情報発信を行っています

・本市の強みである先端技術関連施設、企業博物館、産業遺産等を活用した「産業

観光ツアー」や工場景観を活用した「工場夜景ツアー」、「産業観光検定」などに

ついて、産業観光及び工場夜景のホームページやメールマガジンをはじめ、ＳＮ

Ｓを活用するなど、積極的な情報発信を行いました。

・グリーンツーリズムの推進では、ガイドマップかわさき等と連携して情報発信が

できるとともに、農用地のデータ等を庁内で見られるようになりました。

③文化芸術活動の振興 

・市内の史跡や伝統行事、文化イベントの情報等をホームページやＳＮＳなどを通

じて地域内外に積極的に発信することにより、市民が市内の文化資源に触れたり

文化活動に参加する機会を提供するとともに、本市の魅力を市内外に発信し、シ

ティセールスの推進や地域における文化芸術活動の振興を図っています。

・市民ミュージアムでは、収蔵する資料・作品等の整理及びデータベース化を進め

ており、また、展示会やイベント・講座等についてＳＮＳを活用した情報発信を

行っています。

・岡本太郎美術館では、スクラップブック・写真・映像・書籍など膨大な関連資料

のデジタル化を推進するとともに、データベース化を行ない広く閲覧可能なもの

とする取組を進めています。

④情報のアーカイブ※１４化 

・高津区では、まちの歩みを記録する古写真のデータベース化により、古写真の社

会的資産としての価値向上をめざしたデジタルアーカイブの取組を進めています。

・市民ミュージアムや岡本太郎美術館においても、収蔵する作品類のデジタルアー

カイブの取組を進めています。

※１４ 文書や記録等を収集、組織化、蓄積・保存すること。
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（３）施策の基本方向

「市の魅力」を伝えるコンテンツの充実を図るとともに、「市の魅力」を積極的に発

信することで、川崎の対外的な認知度やイメージの向上を図り、市外の川崎ファンの

獲得を進めていきます。 

また、「市の魅力」の蓄積を進め、多くの市民の川崎への「愛着と誇り」が高まるよ

う、市民への様々な市の魅力発信の取組を進めていきます。 

図４－４ 「積極的な情報発信による戦略的なシティプロモーションの推進」の 

基本方向 
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●「市の魅力」の情報発信強化 

・ホームページやＳＮＳの活用、地域ポータルサイトとの連携による市の魅力発信

を進めていきます。また、ＳＮＳの特性を生かしたクチコミで川崎の話題が広が

るよう取組を進めます。 

・市民が知りやすく、自ら情報の発信者となって観光に関わりやすくなるような情

報発信や街中などで情報を必要としている人が適時・適切に情報を入手できるよ

う観光情報プラットホームの取組を推進します。 

・多言語による情報発信機能の強化を図ります。 

・外国人のニーズが高いと思われる無料 Wi-Fi の環境整備を民間のアクセスポイン

ト等を活用しながら進めます。 

・利用者が外出先等でもスマートフォンやタブレットなどを利用して、画面表示が

最適化された情報が見られるよう、Ｗｅｂサイトのレイアウトの最適化やスマー

トフォンアプリによる情報提供の取組を進めていきます。 

●「市の魅力」を伝えるコンテンツの充実 

・川崎市内や近隣都市への来訪者を観光客化していくために、空き時間の有効活用

を提案できる施設巡りや飲食店、イベント等のリアルタイム情報を、利用者がス

マートデバイスを通じて入手できるよう Web コンテンツの充実を図ります。 

・2020 年の東京オリンピック・パラリンピック開催に伴い増加が予想される多くの

外国人の来訪者に向け、ＩＣＴを活用した外国人向けコンテンツの充実を図りま

す。 

●「市の魅力」の蓄積 

・かわさき観光をアピールする資源の画像や動画などを随時更新し、コンテンツと

して蓄積していく中で、一般への公開や市内の企業等の PR用制作物での使用を推

奨するなどについて検討し、普及拡大につなげていきます。

・市内の様々な魅力あるスポットを活用するなど、まちの魅力発信を進めるととも

に、地域映像アーカイブ化やまちの歩みのデータベース化など、市の魅力をデジ

タル化するデジタルアーカイブの取組を進めます。 
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施策２－２ 新たな産業・サービスの創出促進 
施策２－２ 新たな産業・サービスの創出促進

（１）現状と課題

・医療・福祉、エネルギーなどの新たな成長分野における川崎発のイノベーションを

創出するため、戦略的な情報発信等によって多様で創造性のある人材の交流を促進

し、ベンチャー支援、起業・創業の促進や地域を支える産業の育成・市内事業者等

の新分野への進出支援などを進めることにより、市内企業の競争力の向上に取り組

んでいます。

・地球温暖化や少子高齢化などが進行する中で、エネルギーなどの最適利用やＩＣＴ・

データの利活用により、低炭素で持続可能なまちづくりを進めることが求められて

います。

・国のＩＴ戦略である「世界最先端ＩＴ国家創造宣言（平成 27年６月 30日）」におい

て、「ＩＴ利活用の深化により未来に向けて成長する社会」に向けた取組として、「ビ

ッグデータ利活用による新事業・サービスの促進」や「公共データの民間開放（オ

ープンデータ）の推進」が掲げられています。

・「電子行政オープンデータ実務者会議・自治体普及作業部会」では、オープンデータ

の公開から利活用にシフトしていく必要性が示されています。

・民間企業・団体や自治体等において、オープンデータを活用したアイデアソン※１５

やハッカソン※１６等のイベントが活発に行われており、アイデアやアプリを創出した

人材とビジネス化を支援する人材とのマッチングなど、新たなビジネスの枠組みが

検討されています。オープンデータの推進により、市民生活における利便性の向上、

市民・企業との協働、社会経済における新たなイノベーションが創出される社会の

実現が期待されています。

・国の成長戦略ではデータ利活用による産業再興を掲げており、「パーソナルデータの

利活用に関する制度改正大綱（平成 26 年６月 24 日 高度情報通信ネットワーク社

会推進戦略本部」）において、特に利用価値が高いとされる、個人の行動・状態等に

関する情報に代表される「パーソナルデータ」について、事業者の「利活用の壁」

を取り払い、これまでと同様に個人の権利利益の侵害を未然に防止し個人情報及び

プライバシーの保護を図りつつ、新産業・新サービスの創出と国民の安全・安心の

向上等のための利活用を実現する環境整備が求められています。 

※１５ アイディアとマラソンを合わせた造語。特定のテーマについてグループ単位でアイデアを出
し合い、それをまとめていく形式のイベント。 

※１６ ハックとマラソンを合わせた造語。ソフトウエア開発者が、一定期間集中的にプログラムの
開発やサービスの考案などの共同作業を行い、その技能やアイデアを競うイベント。 
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（２）これまでの本市の取組

① 産業支援のための情報発信 

・インターネット上に、市内の基盤技術産業をはじめとするものづくりの成果や本

市の立地優位性や市内産業集積地等の情報発信、インターネットサイトを運営す

る民間企業と連携した認定品の販路支援を行っています。

・本市の産業資源である基盤的技術等のものづくり技術を活用するため、市内中小

企業製造業事業者をデータベース化した検索サイトを運営し、企業情報をホーム

ページで提供するとともに、電子掲示板やメーリングリストの運営をしています。

（Web かわさき製品見本市、川崎ものづくりブランド、かわさき工場立地情報、か

わさきデータベース）

・コンテンツの活用促進を目的としたクリエイター・市内ＩＣＴ事業者等による研

究会等、クリエイターと市内ＩＣＴ事業者等をつなぐ取組を実施し、映像等、コ

ンテンツを活用した事業展開の浸透・拡大を図ることにより、市内産業を活性化

させる取組を進めています。

・公害問題に取り組む経験等で培われた環境汚染対策や製造工程に組み込まれた省

エネ技術等、川崎市内の優れた環境技術・製品等の情報をデータベース化し、市

内環境技術・製品等の情報発信やビジネス支援を行っています。

・市内企業の海外展開に係るワンストップサービスの一環として、海外からのビジ

ネスマッチングを希望する顧客に向けた情報発信を行うため、海外展開を希望す

る市内企業の情報をリスト化して、川崎市海外ビジネス支援センターのホームペ

ージ上に掲載しています。

・殿町国際戦略拠点キング スカイフロントで行われている研究の最新情報等を国内

外に周知する公式ホームページと"Kawasaki Skyfront i-Newsletter"を立ち上げ、

随時更新しています。また、取組や魅力をアピールするコンセプト映像を You Tube

の川崎市チャンネルや川崎駅のアゼリアビジョンで公開しています。

② スマートシティの推進 

・スマートシティの推進に当たって先導的取組としてモデル事業に取り組んでいま

す。 

・川崎駅周辺地区においては、地区内の特性が異なる複数施設を統合的にエネルギ

ーマネジメントする実証を行っているほか、乗客数や年齢層などを把握するシス

テムや、デジタルサイネージなどを搭載した「川崎スマートＥＶ※１７バス」を、民

間事業者と連携して、川崎病院線において運行を開始しました。 

※１７ 電気自動車のこと。 
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・小杉駅周辺地区においては、ＨＥＭＳ（ヘムス）※１８を活用して、市民参加型によ

る省エネ行動の普及や暮らしの利便性向上等の実証を行っています。 

③ オープンデータの取組 

・市のホームページに統計情報（工業統計を含む。）、防災、消防、公共施設などを

オープンデータで掲載しており、公開データは営利目的も含めて二次利用を認め

ています。

※１８ Home Energy Management System の略。家庭用エネルギー管理システム。住宅に ICT 技術を活用
したネットワーク対応型の省エネマネジメント装置を設置し、自動制御による省エネルギー対策
を推進するシステム。 
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（３）施策の基本方向

 戦略的な情報発信等により、優れた技術力・製品開発力を持つ市内事業者等の新規

取引先の開発や販路拡大の支援、新分野への進出支援などを進めるなど、市内企業の

競争力の向上を図り、ＩＣＴ、医療・福祉、エネルギーなどの新たな成長分野におけ

る川崎発のイノベーションによる新たなビジネスやサービスの創出支援に取り組ん

でいきます。 

図４－５ 「新たな産業・サービスの創出促進」の基本方向 

●成長分野のビジネス支援 

・ＩＣＴを活用した情報発信により、優れた技術力を持つ市内中小企業の新規取

引先の開拓や販路拡大に向けた支援を行います。 

・産業集積を背景として、優れた技術力を持つ市内中小企業が、大企業や大学・

研究機関等が保有する特許等の知的財産を活用できるようマッチングを行うな

ど、競争力のある製品開発が行われるよう支援します。 

・今後成長が期待される在宅医療等の福祉・介護分野における「ウェルフェアイ

ノベーション」の取組において、在宅療養等におけるＩＣＴを活用した新たな

サービスの創出に向けた検討など、地域連携による在宅療養のための新たな取

組を進めていきます。
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●スマートシティの推進 

・本市に集積する高度先端技術等を活かし、多様な主体と連携しながら、エネル

ギーの最適利用とＩＣＴ・データの利活用により、地域課題の解決を図るとと

もに、新たな産業やサービスを創出し、低炭素化や、市民生活の安全・安心の

確保、利便性の向上等を図ります。 

●データの活用によるビジネス支援 

・民間事業者のデータ活用の促進を図るため、本市が提供しているオープンデー

タを拡充するとともに、「公開」から「利活用」へと視点を移し、オープンガバ

メントに向けた取り組みを推進します。 

・市が提供するオープンデータや企業が保有する情報、社会や市場に存在する様々

な情報、さらにはＩｏＴ※１９で収集されるデータなどを相互に結び付け利活用す

るいわゆるビッグデータによる新たなビジネスモデルの構築等に向けた取組を

推進します。 

・情報通信技術が進展した現代に即した保護と利活用のバランスがとれたパーソ

ナルデータの適正な取扱いに向けた課題の整理や、民間事業者が主導する取組

への協力・支援を行っていきます。 

※１９ Internet of Things の略。モノのインターネット。PCやスマートフォンに限らず、センサー、家
電、車など様々なモノがインターネットで繋がること。 
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基本施策３ 行財政運営の「質的改革」を推進する情報化
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施策３－１ 行財政運営の効率化・高度化の推進 
施策３－１ 行財政運営の効率化・高度化の推進

（１）現状と課題

・行財政運営の効率化を進めるため、ＩＣＴの活用による市民サービスの向上・行政

運営の効率化を進めていく必要があります。

・システムの導入に当たっては、業務フローを棚卸し・分析し、現行の業務フローと

パッケージシステムの機能の照合・分析による業務の標準化を徹底的に実施する必

要があります。

・平成 15年から順次稼働した行政情報システム（文書管理システム、財務会計システ

ム、旅費管理システム等）は、運用開始から 10年以上が経過しており、業務プロセ

スそのものの見直しを含めた見直しが必要となっています。

・ 市役所内部の事務処理等のための各種情報システムは、的確な市民サービス提供の

ための基盤であり、本市の行財政改革の着実な推進のためにも、引き続き適切な維

持・管理が必要です。

・国の方針では、大規模な自治体は汎用機系システムからの脱却、小規模な自治体は

クラウド化によってコスト削減等を図ることが示されており、本市においては残る

汎用機系システムのオープン化を進め、競争原理を積極的に活用し、システム運用

経費の縮減を図っていく必要があります。

・マイナンバー制度の運用開始など、これまで以上にセキュリティに配慮したシステ

ム運用が求められており、よりセキュアなネットワーク環境の確保が求められてい

ます。

・庁内の会議などでは、会議資料として大量の紙資料が印刷されており、行政コスト

や環境負荷低減のため、ＩＣＴを活用したペーパーレス化が求められています。

・ペーパーレス会議やモバイルテレワークなど新たなワークスタイルが広がりを見せ

る中、効率的・効果的な行財政運営を推進するため、ＩＣＴを利活用した業務プロ

セス改革（ＢＰＲ）が求められています。

・庁内での無線ＬＡＮの利用は、通信の安全性の確保など技術的な検証と運用面の検

討を踏まえたうえで導入の可能性を検討する必要があります。

・今後のワークスタイル変革も視野に入れたＩＣＴ環境の整備の検討が必要です。 



- 62 - 

（２）これまでの本市の取組

①情報システムの整備・更新 

・戸籍総合システム、人事給与システム、川崎病院・井田病院における新総合医療

システムの整備を行いました。

・社会保障・税番号制度の円滑な運用を図るため、市税システム、戸籍総合システ

ム、福祉総合情報システム等の情報システムの改修を行いました。

②情報システムのオープン化 

・「川崎市情報システム全体最適化計画」に基づき、国保ハイアップシステム、国民

年金事務システム等、人事給与システムなどの汎用機システムのオープン化を行

いました。

・庁内サーバ統合化に向けて、部局オープン系システムの位置統合を行うとともに、

庁内共通システム基盤（サーバ仮想化技術）を導入しました。 

③利用環境の整備 

・不正接続防止対策のため、手続きを経ていない機器やセキュリティ対策が不十分

な機器を検知、隔離するシステムを導入しました。

・福祉系計画配置パソコンの情報系ネットワーク利用に伴い、計画配置パソコンの

共用利用を行うなど有効活用を図りました。



- 63 - 

（３）施策の基本方向

ＩＣＴを活用した①業務効率化、②コスト削減、③安全で安定的な運用、④ワーク

スタイル変革などの取組により、市民サービスの向上及び行政運営の効率化を進めて

いきます。特に、システム更新時などを契機とした取組を重点的に行っていきます。

図４－６ 「行財政運営の効率化・高度化の推進」の基本方向 

●業務の効率化の推進 

・運用開始から相当期間を経過している行政情報システム、区役所事務サービス

システム、市税システムなど市の業務の根幹となるシステムについて、業務プ

ロセスの見直しを含めた計画的な再構築を推進します。 

・行政コストや環境負荷低減のため、ＩＣＴを活用したペーパーレス化の取組を進

めていきます。
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●コスト削減の推進 

・残存する汎用機系システムをオープン化することにより、民間の競争原理を働か

せ、コスト削減につなげます。 

・部局オープン系システムについては、利用者や利用時間が限定的であり、マシン

室への位置統合などと合わせて、監視・バックアップ・停電対応などを共通化し

ていけるよう、費用対効果を勘案しながら機器等の共用化・統合を進めていきま

す。 

●安全で安定的なシステム運用 

・標的型攻撃等による情報漏えいを防ぐため、必要な情報セキュリティ対策を進め

ていきます。 

・ｉＤＣ（インターネットデータセンター）※２０の持つ高度なセキュリティ・耐災害

性の特性を活かし、強固なセキュリティ確保及び２４時間３６５日の安定稼動によ

る市民サービスの提供を進めていきます。

●ワークスタイル変革の推進 

・庁内で行われている大小各種の打合せ・会議について、会議室の規模や会議の性質

に応じて、テレビやスクリーン等を用いるなど、会議資料の印刷、配布等を極力少

なくするよう工夫に努め、会議のペーパーレス化・印刷物の減量・極小化を進めて

いきます。 

・庁内での無線ＬＡＮやタブレット端末の利用について、通信の安全性の確保など

技術的な検証と運用面の検討を踏まえた導入の可能性を検討していきます。

・今後のワークスタイル変革を視野に入れたＩＣＴ環境の整備を進めていきます。 

※２０ サーバを設置するために、高度な安全性等を確保して設計された専用の建物・施設のこと。サー
バを安定して稼働させるため、無停電電源設備、防火・消火設備、地震対策設備等を備え、ID カー
ド等による入退室管理などでセキュリティが確保されている。
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施策３－２ ＩＣＴガバナンスの強化及び情報セキュリティ対策の推進
施策３－２ ＩＣＴガバナンスの強化及び情報セキュリティ対策の推進

（１）現状と課題

・情報セキュリティインシデント※２１発生時に状況を早期に把握できる体制を確立し、

国・県への情報提供などの連絡体制の整備が求められています。 

・多様化する情報セキュリティ事案に対応するため、ＣＩＳＯ（【Chief Information 

Security Officer】最高情報セキュリティ責任者）機能の確保等により、庁内全体

のセキュリティの向上を図る必要があります。 

・情報化施策を円滑かつ適正に実施するためには、ＩＣＴに係る知識や能力を備えた

人材を育成・確保する必要があります。 

・サイバー攻撃や災害等が発生したとしても情報システムが適切に運用されるよう、

情報セキュリティ対策や業務継続計画（ＩＣＴ－ＢＣＰ）※２２に基づく環境整備が必

要とされています。 

・行政機関は、個人情報をはじめとした重要情報を多く保有していること、また、近

年高度化・複雑化するサイバー攻撃による脅威の増大や人的な要因による個人情報

等の漏えい事案等が多発していることを踏まえ、情報セキュリティ対策に万全を期

することが求められています。 

・インターネットの普及拡大に伴い、コンピュータやネットワーク等を悪用したサイ

バー犯罪の増加や、大量の個人情報の漏えいなどが社会問題化しています。 

※２１ 情報管理やシステム運用に関して保安上の脅威となる事象のこと。ウイルス感染や不正アク
セス、アカウント乗っ取り、Web サイト改竄、情報漏洩、迷惑メール送信、サービス拒否攻
撃（DoS 攻撃）などが含まれる。 

※２２ ICT は Information & Communications Technology、BCP は Business Continuity Plan の略
で、何らかの障害が発生した場合に重要な業務が中断しないこと、または業務が中断した場
合でも目標とした復旧時間内に事業が再開できるようにするための対応策などを定めた ICT
部門の事業継続計画。 
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（２）これまでの本市の取組

①ＩＣＴガバナンスの推進 

・情報化施策に係る総合的な調整を行うため、市長を本部長とする情報化推進本部

の設置及び副本部長（副市長）をＣＩＯ（情報統括監理者）とする執行体制を整

え、外部の専門業者の支援を受けながら、各局における情報化施策の統一的・効

果的・効率的な推進に取り組んでいます。

・ＣＩＯ（情報統括監理者）体制の下、情報システムの企画・開発・運用後の各段

階で「情報システム評価」を実施し、情報システムの信頼性・安全性・効率性を

確保しています。

・「川崎市情報システム全体最適化計画」に基づき、汎用機システムのオープン化や

部局システムの集中管理化を進めました。

・ネットワークや市民に直接影響のある基幹業務系システムなど、ＩＣＴ部門が運

用・管理している部分について、「ＩＣＴ部門の業務継続計画（震災対策編）」を

策定し、災害・事故時の業務実施・継続を行うための体制を整えました。また、

当該計画に基づく勉強会、訓練を実施するなど、実効的な対策への取組を継続し

ています。

②情報セキュリティ対策 

・ 「川崎市情報セキュリティ基本方針に関する規程（平成 19年川崎市訓令第１号）」

や「情報セキュリティ基準」等を策定し、これに基づき職員を対象とする研修や

セキュリティ対策の定期的な取組状況の点検、規程類の見直しなどの取組を行っ

てきました。 

・インシデント発生時等の連絡体制や各局との協力体制を構築しました。
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（３）施策の基本方向

強力なＩＣＴガバナンスのもとで情報化施策を推進し、情報統括監理者（ＣＩＯ）

が兼務する最高情報セキュリティ責任者（ＣＩＳＯ）の指揮の下、情報セキュリティ

対策の取組を推進します。 

図４－７ 「ＩＣＴガバナンスの強化及び情報セキュリティ対策の推進」の基本方向 

●ＩＣＴガバナンスの強化 

・情報統括監理者（ＣＩＯ）の指揮の下、情報化施策の総合的な調整を図り、社会

環境や情報通信技術の変化に的確に対応した取組を推進していきます。 

・情報統括監理者（ＣＩＯ）が兼務する最高情報セキュリティ責任者（ＣＩＳＯ）

の指揮の下、情報セキュリティ対策の取組を推進していきます。 

・ＩＣＴの動向や国の施策動向などを注視しながら、各部局が所管する情報化施策

について、組織横断的な視点からの支援を実施します。 

・情報システムの計画時や調達時の事前評価及びシステム開発時における進捗管理、

導入されたシステムの品質や計画時に想定した効果目標の達成度の確認など、シ

ステムライフサイクルの適切な運用がされるよう取組を進めていきます。 
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●庁内の業務継続性の確保 

・重要な情報システムやネットワークの多重化・多元化、より安全性の高い場所や

施設への情報システム機器等の設置、非常用電源設備の増強など、総合的なＩＣ

Ｔの災害対応力の強化を図ります。

・本庁舎等の建替えにおいて、災害時における市役所業務の業務継続性の確保を図

ります。

・業務継続計画に基づく勉強会、訓練を実施するなど、実効的な対策への取組を継

続します。

●情報セキュリティ対策の推進 

・国の情報セキュリティポリシーガイドライン等も参考にしつつ、情報セキュリテ

ィ監査や研修を通じて得られた対応策を随時、本市の情報セキュリティ基準に反

映させていきます。

・標的型攻撃等の増加等の新たなセキュリティの脅威の高まりを踏まえ、各種教育、

研修、訓練、ソフトウェア更新等の人的対策などの入口対策や、内部に侵入した

攻撃を早期検知して対処するために、通信をチェックする等の内部対策を講じる

など、更なる情報セキュリティ対策を推進します。

・情報セキュリティに関する技術動向を注視し、セキュリティレベルの向上に引き

続き取り組みます。

・庁内におけるインシデント対策等に資する情報や不正アクセスに関する情報等を

庁内で適切に共有し、緊急時及び平常時の連携の強化や即応性の向上等を図ると

ともに、巧妙かつ執拗に行われる標的型攻撃等への対処を念頭に置いた対策をよ

り一層強化していきます。

・社会保障・税番号制度（マイナンバー制度）上のリスク対策として、外部の専門

家による監査の実施が求められていることを踏まえ、引続き特定個人情報等の安

全管理措置を適切に運用するための外部監査を定期的に実施し、特定個人情報等

の取扱状況を継続的に把握することにより、安全管理措置の評価・見直し及び改

善に取り組みます。



- 69 - 

第５章 今後の計画推進に向けて

計画推進に向けて

第５章

今後の計画推進に向けて 

１ 推進プランの推進体制 

２ 推進プランの進捗管理 

３ 情報化推進のための人材育成 
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１ 推進プランの推進体制 

本市では、情報化施策に係る総合的な調整を行うため、市長を本部長とする川崎市情

報化推進本部を設置しています。

川崎市情報化推進本部のもと、市の総合計画や推進プランに基づき施策を推進してい

きます。

図５－１ 推進プランの推進体制 
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２ 推進プランの進捗管理 

（１）情報化推進プログラムの策定

推進プランは施策の方向性を示したものであり、施策の具体的な取組については、新・

情報化推進プログラムを策定しています。 

情報化推進プログラムでは、推進プランのうち、概ね２年間に予定している具体的な施

策について取りまとめ、重点的に推進・管理していきます。 

（２）ＰＤＣＡサイクルによる進捗管理

ＰＤＣＡ   サイクルの効果的な運用により、進捗管理を行っていきます。策定し

た推進プラン、情報化推進プログラムに従って施策を実行し、１年ごとに各施策の進捗

状況や成果等を把握・評価します。把握した結果や評価により見直しや改善の検討を行

い、次年度以降に反映させていきます。 

また、情報化を取り巻く環境の変化に適応できるよう、計画に記載した施策の基本方

向を柔軟に見直す等、所期の目的に沿った情報化の推進につながるよう検討していきま

す。

図５－２ PDCAサイクルによる進捗管理

Plan Do

CheckAct

推進プランで情報化
施策の方向性を示し、
推進プログラムで具
体的な施策ごとの計
画を定めます。 

推進プランや推進プ
ログラムに沿って各
取組を実施します。 

各取組に対し、達成
状況を確認します。 

把握した結果や評価
に従って見直しや改
善の検討を行い、次
年度以降に反映させ
ていきます。 
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３ 情報化推進のための人材育成  

あり、ＩＣＴの利活用による事業の計画・実行を行うことのできる人材の育成が重要で

す。

そのため、職員を対象とした双方向のやり取りを通じた知識の習得が可能な情報化研修

や階層別研修などの集合研修のほか、通年受講が可能なｅラーニング※２３を活用しながら職

員のＩＣＴリテラシーの向上を図っていきます。

図５－３ 職員の人材育成

※２３ パソコンやコンピュータネットワークなどを利用して教育を行うこと。
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用語集 

※ 頁 用語 解説

※1 ｐ.2 クラウド クラウドコンピューティングの略。データサービスやイン

ターネット技術等が、ネットワーク上にあるサーバ群（ク

ラウド《雲》）にあり、ユーザーは今までのように自分の

コンピュータでデータを加工・保存することなく、「どこ

からでも、必要な時に必要な機能だけ」利用することがで

きる新しいコンピュータ・ネットワークの利用形態。

※2 ｐ.2 ワンストップ 一度の手続で必要とする関連作業を全て完了できること。

※3 ｐ.2 パーソナルデー

タ

個人情報保護法に規定する「個人情報」に限らず、位置情

報や購買履歴など、広く個人に関する個人識別性のない情

報も含む個人データのこと。

※4 ｐ.6 ブロードバンド ネットワークにおける広帯域幅を表す言葉。 大容量のデ

ータを高速に流すことができる ADSLや光回線などのネ
ットワークやそこで提供されるサービスを指すこともあ

る。

※5 ｐ.9 HDD コンピュータシステムにおける記憶装置の一種で、磁気記

憶方式によってデータを読み書きする装置のこと。 パソ

コンの外部記憶装置として標準的に搭載されている。

※6 ｐ.9 ストレージ コンピュータの主要な構成要素の一つで、データを永続的

に記憶する装置。磁気ディスク（ハードディスクなど）や

光学ディスク（CD/DVD/Blu-ray Discなど）、フラッシュ
メモリ記憶装置（USBメモリ/メモリカード/SSDなど）、
磁気テープなどがこれにあたる。

※7 ｐ.10 自治体クラウド 地方公共団体が情報システムを庁舎内で保有・管理するこ

とに代えて、外部のデータセンターで保有・管理し、通信

回線を経由して利用できるようにする取組。複数の地方公

共団体の情報システムの集約と共同利用を進めることに

より、経費の削減及び住民サービスの向上等を図るもの。

※8 ｐ.17 デジタル・デバ

イド

インターネットやパソコン等の情報通信技術を利用でき

る者と利用できない者の間に生じる格差。

※9 ｐ.19 プッシュ型 必要な情報をユーザーの能動的な操作を伴わず、自動的に

配信されるタイプの技術やサービスのこと。

※10 ｐ.27 ポータルサイト インターネットに接続した際に最初にアクセスするウェ

ブページ。分野別に情報を整理しリンク先が表示されてい

る。
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※ 頁 用語 解説

※11 ｐ.33 ICTガバナンス 組織内で、ICTを導入及び活用するに当たり、目的と戦略
を適切に設定し、その効果やリスクを測定・評価して、理

想とする IT活用を実現するためのメカニズムをその組織
の中に確立すること。（組織内で ICTの導入、利用をコン
トロールすること。）

※12 ｐ.37 ウェブアクセシ

ビリティ

ウェブで提供されている情報やサービス、ソフトウェア等

が、どの程度広汎な人に利用可能であるかを表す語。特に、

高齢者や障害者等、ハンディを持つ人にとって、どの程度

利用しやすいかということを意味する。

※13 ｐ.39 デジタルサイネ

ージ

日本語では「電子看板」。屋外・店頭・交通機関などの公

共機関で、ネットワークに接続されたディスプレイなどの

電子的な表示機器を使って情報を発信するシステムの総

称。設置場所や時間帯によって変わるターゲットに向けて

適切にコンテンツを配信可能であるため、次世代の広告媒

体として注目を集めている。

※14 ｐ.51 アーカイブ 文書や記録等を収集、組織化、蓄積・保存すること。

※15 ｐ.54 アイデアソン アイディアとマラソンを合わせた造語。特定のテーマにつ

いてグループ単位でアイデアを出し合い、それをまとめて

いく形式のイベント。

※16 ｐ.54 ハッカソン ハックとマラソンを合わせた造語。ソフトウエア開発者が、

一定期間集中的にプログラムの開発やサービスの考案など

の共同作業を行い、その技能やアイデアを競うイベント。

※17 ｐ.55 EV 電気自動車のこと。

※18 ｐ.56 HEMS Home Energy Management Systemの略。家庭用エネル
ギー管理システム。住宅に ICT技術を活用したネットワー
ク対応型の省エネマネジメント装置を設置し、自動制御に

よる省エネルギー対策を推進するシステム。

※19 ｐ.58 IoT Internet of Thingsの略。モノのインターネット。PCや
スマートフォンに限らず、センサー、家電、車など様々な

モノがインターネットで繋がること。

※20 ｐ.63 iDC サーバを設置するために、高度な安全性等を確保して設計

された専用の建物・施設のこと。サーバを安定して稼働さ

せるため、無停電電源設備、防火・消火設備、地震対策設

備等を備え、ID カード等による入退室管理などでセキュ
リティが確保されている。
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※ 頁 用語 解説

※21 ｐ.64 情報セキュリテ

ィインシデント

情報管理やシステム運用に関して保安上の脅威となる事

象のこと。ウイルス感染や不正アクセス、アカウント乗っ

取り、Webサイト改竄、情報漏洩、迷惑メール送信、サー
ビス拒否攻撃（DoS攻撃）などが含まれる。

※22 ｐ.64 業務継続計画

（ＩＣＴ－ＢＣ

Ｐ）

ICTは Information & Communications Technology、BCP
は Business Continuity Plan の略で、何らかの障害が発
生した場合に重要な業務が中断しないこと、または業務が

中断した場合でも目標とした復旧時間内に事業が再開で

きるようにするための対応策などを定めた ICT部門の事
業継続計画。

※23 ｐ.71 eラーニング パソコンやコンピュータネットワークなどを利用して教

育を行うこと。
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